
 
「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第４次基本方針）」 

（平成 27 年 5 月 22 日閣議決定） 

著作権関連記述 
 

第１ 社会を挙げての文化芸術振興 

１ 文化芸術を取り巻く諸情勢の変化を踏まえた対応 

[情報通信技術の発展等] 

インターネット等の情報通信技術の急速な発展と普及は，国境を越えた対話や交流を活性化させ

たり，情報の受信・発信を容易にしたりするなど，あらゆる分野において人々の生活に大きな利便

性をもたらし，文化芸術活動の創造活動への貢献のみならず，多様で広範な文化芸術活動の展開に

貢献するものである。一方，新たな社会的課題を惹起している。例えば，人間関係に及ぼす様々な

影響が指摘されるほか，違法配信等による著作権侵害の深刻化といった問題も生じている。こうし

た情報通信技術の利点や課題等を踏まえ，デジタルアーカイブ化の促進やデジタル・ネットワーク

社会に対応した著作権制度等の整備を図る。 
 

第２ 文化芸術振興に関する重点施策 

 １ 五つの重点戦略 

重点戦略５：文化芸術振興のための体制の整備 

重点戦略１から重点戦略４までに掲げた各施策を着実に講じていく文化振興のための施設・

組織等の体制の整備を行う。 

 
 

第３ 文化芸術振興に関する基本的施策 

７ 著作権等の保護及び利用 

文化芸術振興の基盤を成す著作権等について，国際的な動向を踏まえるとともに，「知的財産基

本法」（平成 14 年法律第 122 号）及び「知的財産推進計画」（知的財産戦略本部決定）に沿って，

その適切な保護及び公正な利用を図るため，次の施策を講ずる。 

  デジタル・ネットワーク社会に対応した著作権制度上の課題等について総合的な検討を

行い，必要に応じて法制度の整備を行う。また，その的確な運用，著作権制度や著作物の

流通に関する調査研究の実施，著作物の流通促進のためのシステムの構築等を行う。 

  権利者不明著作物の活用等，アーカイブ化の促進のための方策を検討し必要な措置を講

ずる。 

  情報通信技術の発達により，著作権に関する知識や意識が全ての人々に必要不可欠なも

のとなっていることから，対象者別セミナーの開催，学校教育，文化庁ホームページを利

用した著作権教材の提供など，様々な方法により，著作権に関する知識の普及と意識の向

上を図る。 

  海外における我が国の著作物等の海賊版の流通を防止・撲滅し，文化的創作活動や国際

文化交流を推進するため，侵害国等への働き掛け，侵害発生国・地域における著作権処理

団体の育成及び海賊版取締りの強化の支援，権利者による権利行使支援，侵害発生国・地

域における著作権普及啓発，官民連携の強化，諸外国との連携の強化等を行う。 

【重点的に取り組むべき施策】 

◆ デジタル・ネットワーク社会に対応した著作権制度等の整備を図る。 
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